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北海道観光振興特別措置法案概要 

 
 
第１ 目的 

   この法律は、観光産業が北海道の基幹的な産業であることから北海道の

経済的基盤の確立にはその発展が不可欠であること、北海道が道州制特別

区域における広域行政の推進に関する法律に基づく唯一の特定広域団体で

あること及び北海道の置かれた特殊な諸事情（国の主導による開拓の歴史

を有すること、今なお未解決の北方領土問題が存すること及び独自の文化

的所産を有するアイヌの人々の多くが北海道に居住することをいう。）があ

ることに鑑み、北海道知事による観光振興計画の作成及びこれに基づく観

光の振興を図るための特別の措置等北海道における観光の振興に関し必要

な事項を定めることにより、北海道における観光の振興を図り、もって北

海道の自立的発展に寄与するとともに、北海道の置かれた特殊な諸事情に

対する国民の理解の増進に資することを目的とすること。 
 
第２ 観光振興計画 

 １ 北海道知事は、観光振興計画を作成することができること。 
 ２ 観光振興計画は、次の事項について定めるものとすること。 
  ・計画期間 
  ・観光の振興の方針に関する事項 
  ・観光旅客の来訪の促進に係る方針に関する事項 
  ・観光地の魅力の増進に関する事項 
  ・観光旅客の受入れの体制の確保に関する事項 
  ・北海道の宣伝の方針に関する事項 
  ・国際会議等の誘致の方針その他国際会議等の誘致の促進に関する事項 
  ・観光旅客の移動の円滑化に関する事項 
  ・公共施設の整備の方針に関する事項 
  ・観光振興地域の区域に関する事項 

・利用者利便増進事業に関する事項 
  ・その他観光の振興に関し必要な事項 

３ 計画期間は、５年以下の期間を定めるものとすること。 

 ４ 北海道知事は、観光振興計画について、国土交通大臣に協議し、その同 

意を求めることができること。 

 ５ 北海道知事は、観光振興計画が４の同意を得たときは、遅滞なく、これ 

を公表しなければならないこと。 
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第３ 北海道における観光の振興に関する施策 

 １ 北海道の特性を生かした魅力ある観光地の形成 

 国及び北海道は、優れた自然の風景地及び景観等の観光資源の活用によ

る北海道の区域の特性を生かした魅力ある観光地の形成を図るため、これ

らの観光資源の保護及び育成、観光振興地域の区域内の観光関連施設の整

備等に必要な施策を講ずるものとすること。 

 ２ 北海道における観光の振興に寄与する人材の育成 

国及び北海道は、北海道における観光の振興に寄与する人材の育成を図

るため、北海道の観光地及び観光産業の国際競争力の強化に資する高等教

育の充実等に必要な施策を講ずるものとすること。 

 ３ 観光旅客の来訪の促進 

 国及び北海道は、北海道における観光に関する情報の提供の充実等国内

外からの観光旅客の来訪の促進に必要な施策を講ずるものとすること。 

 ４ 資金の確保等 

 国及び北海道の地方公共団体は、事業者が行う観光振興地域の区域内の

観光関連施設の整備のために必要な資金の確保等に努めるものとすること。 

５ 共通乗車船券 

   運送事業者が北海道内を移動する観光旅客を対象とする共通乗車船券に

係る運賃等の割引を行おうとする場合に共同で国土交通大臣に届け出るこ

とで足りるとする特例を設けること。 
 ６ 利用者利便増進事業 

利用者利便増進事業に関する計画を作成し、国土交通大臣の認定を受け

た事業者は、鉄道事業法等の認可手続等によらず、国土交通大臣に届け出

ることで足りるとする特例を設けること。 

 ７ 外国人観光旅客の来訪及び国際会議等の誘致の促進 

独立行政法人国際観光振興機構は、外国人観光旅客の北海道への来訪の

促進のための海外における宣伝及び国際会議等の北海道への誘致の促進の

ために必要な措置を講ずるよう努めなければならないこと。 

 
第４ 財政上、税制上又は金融上の特別の措置等 

   国は、北海道における観光の振興に関する施策を実施するため必要な財

政上、税制上又は金融上の特別の措置その他の措置を講ずるものとし、特

に、税制上の措置については、北海道外から来訪する観光旅客数の大幅な

増加に資するよう最大限配慮するものとすること。 
 
第５ 失効 

   この法律は、施行の日から起算して10年を経過した日に効力を失うこと。 


